
１　対象地区の現状
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２　対象地区の課題

（備考）
　所有者又は耕作者の回答結果を集計した。(所有者の回答を優先）

・区域の農地の約８割を１人の中心経営体によって耕作されているが、残り２割の農地では、耕作者の高齢化や不在農地の
発生等耕作放棄地の増加が懸念される。
・担い手の規模拡大や耕作者の高齢化により水路、農道、畦畔等の管理が困難となりつつある。
・農地を預けている方の内、地域農業へのかかわりについては７割の方が「何もしない」と回答された。農地所有者の農地へ
の関心が薄れてきている。
・鳥獣による被害が深刻化している。

３  対象地区内における中心経営体への農地の集約化に関する方針

　・地区内の農地は、1人の中心経営体によって、既に８割が耕作されているが、今後も引き続き農地を担っていけるかを協
議し、農地所有者の協力の下に農地の集積化を図る。
　・中心経営体は限られた労力で農地保全を図ることから、所有者及び地区住民は、地区内の景観保全の観点からも、水
路等の土地改良施設の維持管理作業について、中心経営体に協力できるよう努める。

⑤アンケート調査等に未回答の農地所有者又は耕作者の耕作面積の割合 0.7 3.2

⑥地区内において今後中心経営体が引き受ける意向のある耕作面積の合計 1.1 5.0

ⅱ　うち後継者が不明の農業者の耕作面積の合計 4.0 18.1

ⅲ　うち後継者がいる農業者の耕作面積の合計 1.5 6.8

ⅰ　うち後継者が未定の農業者の耕作面積の合計 1.4 6.3

②アンケート調査等に回答した地区内の農地所有者又は耕作者の耕作面積の合計 21.4 96.8

③地区内における70才未満の農業者の耕作面積の合計 14.5 65.6

高雄地区（高雄集落） 令和5年3月20日 ‐

地区内の耕地面積 26.0

実質化された人・農地プラン 

④地区内における70才以上の農業者の耕作面積の合計 6.9 31.2

区　　　　　分 面　積 (ha) 割　合

①人・農地プランの耕地面積 22.1 85.0

市町村名 対象地区名（地区内集落名） 作成年月日 直近の更新年月日

赤穂市



（参考）　中心経営体

４　３の方針を実現するために必要な取組に関する方針（任意記載事項）

（参考）　農地の貸付け等の意向（任意記載事項）
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●環境保全、農地・農業用水路の維持管理等の取組方針
　農地を預けている方の地域農業へのかかわりが薄れている中、担い手を含め地域ぐるみで農地や農道・用排水路の維持
管理ができないかを協議していく。

10,448 1,990

アンケート結果のとおり

●鳥獣被害防止対策への取組方針
　　鳥獣被害を最小限に抑えるため、鳥獣防止柵の点検強化、捕獲体制等について、地区全体で協議する。

農地の所在（地番）
貸付け等の区分（㎡）

貸付け 作業委託 売渡

●農地の貸付け等の意向
　　貸付け等の意向が確認された農地は12,438㎡となっている。今後は現在自作されている方の営農が困難となった場合に
備え話し合いを行い、集約化に努める。

●農地中間管理機構の活用方針
　　中心経営体への将来の経営農地の集約化と、中心経営体が病気やケガ等の事情で営農が困難となった場合に農地バ
ンク機能を活用して新たな受け手への付替えできることを勘案し、農地所有者は出し手・受け手に関わらず原則として農地
を機構に貸付けていく。

●作物生産に関する取組方針
　中心経営体と集落が一体となって減化学肥料に取り組み、水田への堆肥の施用による生産資材費の低減と良質農産物
の生産を検討する。

17.8 ha 19.0 ha計 １　経営体

認新農 Ａ 水稲・麦・飼料用米 17.8 ha 水稲・麦・飼料用米 19.0 ha
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農業者
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現状
（令和 ４年９月現在）

今後の農地の引受けの意向

経営作目 経営面積 経営作目 経営面積
農業を営む範
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